


基本計画の概要

「食品の安全性及び信頼性」を実現するため、食の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため目的

県民の意見を反映することができるようパブリックコメントを行うほか、みやぎ食の安全安心推進会議の意見を聴い
た上で、議会の議決を経る

策定
方法

第4期基本計画の施策大綱概要

安全
安全で安心できる食品の供給の確保

安心
食の安全安心に係る信頼関係の確立

協働
食の安全安心を支える体制の整備

主に、生産の現場又は流通の段階で生産者・
事業者が取り組む食の安全安心を行政が支援
するとともに、食の安全安心が確保されてい
るかどうか監視及び指導を行う施策です。
特に、科学的な知見に基づく食品の安全性の
確保が必要なことから、「安全」をキーワー
ドとしています。

県、生産者・事業者及び消費者が共に信頼し
ながら、食の安全安心を作り上げていく施策
です。
食品を安心して選択するためには、生産者・
事業者等と消費者との信頼関係が必要なこと
から、「安心」をキーワードとしています。

１と２の施策をサポートし、推進していく施
策です。
県、生産者・事業者及び関係者等が連携し、
総合的に推進していくことが必要なことから、
「協働」をキーワードとしています。

生産・供給体制支援

監視・指導・検査の徹底

情報共有・相互理解

県民総参加

体制整備

連携強化

大分
類

中分
類

みやぎ食の安全安心推進条例 第6条
策定
根拠
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食品安全基本法第5条
食品の安全性の確保は・・・（中略）科学的知見に基づい
て講じられることによって・・・（略）
※安心は法による明確な定義が存在しない

推進条例
第3条 ・・・（中略）県は、国及び市町村との役割分担を踏ま
えて、食品の生産から販売及び消費に至る一連の過程（以下単
に「一連の過程」という。）において、必要な食の安全安心の
確保に関する施策を適切に実施しなければならない。

安全：県・事業者が科学的知見に基づく各種施策を実施

安心：情報や施策の結果を県民が正しく理解

食品の生産から販売及び消費に至る一連の過程の各段階
における安全安心の確保

安全
安心
とは

施策
範囲

推進条例
第1条 この条例は、県民の生命及び健康に関する権利の
重要性にかんがみ、県民が健やかな食生活を営むための食
品の安全性及び信頼性（以下「食の安全安心」という。）
の確保に向け・・・（略）

目的：食品の安全性（安全）及び信頼性（安心）を確保

対象：生産者・事業者・消費者

目的
対象

策定
方法 • 消費者モニターに捕らわれず幅広く意見収集

• 全体の傾向を踏まえつつ、特に大学生など今後長く宮城県で暮らす若者、子育て世代の意見を抽出

県民アンケートの実施と集約

策定
視点

基本計画の目的や対象、施策体系・施策内容を整理し、より分かりやすい基本計画の策定を進める

モニターアンケートの年齢構
成は60代以上が6割を超える
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大分類 中分類

大綱Ⅰ
安全で安心できる食品の供給の確保

【安全】

生産及び供給体制の確立 (第7条)

監視指導及び検査の徹底 (第8条)

大綱Ⅱ
食の安全安心に係る信頼関係の確立

【安心】

情報共有及び相互理解の促進 (第9条)

県民参加 (第11条)

大綱Ⅲ
食の安全安心を支える体制の整備

【協働】

体制整備及び関係機関等との連携強化 (第10条)

みやぎ食の安全安心推進会議の設置（第14条）

大分類 中分類

大綱Ⅰ
食の安全の確保

-科学的知見に基づくもの-

一次産業における適切な生産環境の確保
（第7条）

食品の適切な製造・流通・消費環境の確保
（第7条）

大綱Ⅱ
食の安心の確保

-信頼感・納得感に基づくもの-

県民参加体制の構築（第11条）

食を起因とする健康被害の予防と発生時の体制整
備（第10条）

変更点
1

大分類【協働】を【安全】と【安心】に統合

変更点
2

【安全】の中分類の分類方法を変更

変更点
3

【安心】の中分類を再構築

生産及び供給体制の確立（生産者及び事業者に対する支援）

監視指導及び検査の徹底（生産者及び事業者に対する監視）

（変更前）県施策の取組種類別

一次産業における適切な生産環境の確保（生産段階の支援・監視）

食品の適切な製造・流通・消費環境の確保（製造～消費段階の支援・監視）

（変更後）施策の段階別

変更概要

第4期基本計画

第5期基本計画
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大分類 中分類 小分類 目標の方向性 No 個別施策

食
の
安
全
の
確
保

一次産業における
適切な生産環境の
確保

適切な生産資材製造業者の監視・検査 （みや米）立入検査数 01 農業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

（畜産）立入検査実施率 02 畜産業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

（水基）立入検査実施率 03 水産業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

適切な生産に向けた生産者の指導 （みや米）立入検査数 04 安全な農産物の生産に向けた指導

（畜産）規格基準違反数 05 安全な畜産物の生産に向けた指導

（水基）規格基準違反数 06 安全な水産物の生産に向けた指導

（林振）生産再開者数 07 安全な林産物の生産に向けた指導

食の安全性確保に関する知見の蓄積

（各課）定性

08 農業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

09 畜産業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

10 水産業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

11 林業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

食品の適切な製
造・流通・消費環
境の確保

適切な監視指導及び食品検査の実施

（食暮）監視指導実施率
（食暮）食品検査実施率

12 食品営業施設の監視指導の徹底

13 監視指導計画に基づく食品検査による安全性の確保

14 食品表示の適正化に向けた調査等の実施

15 食品等に含まれる放射性物質検査の実施

食品事業者による安全性確保に向けた
支援 （食暮）取組宣言者数

16 関係団体と連携した事業者の衛生管理能力向上支援

17 取組宣言による自主基準の公開

食
の
安
心
の
確
保

県民参加体制の構
築

幅広い県民意見収集機会の提供

（食暮）県民アンケート
情報収集の満足度

18 食の安全安心に関する県民アンケートの実施

19 監視指導計画に対するパブリックコメントの実施

20 みやぎ食の安全安心推進会議の設置

21 食の安全安心に係る相談窓口の設置

食の安全安心に関する情報発信 （食暮）県民アンケート
情報発信の満足度

22 各種広告媒体を使用した積極的な情報発信

23 食の安全性に関するPRイベント等の開催

消費者等に対する研修会等の実施

（食暮）県民アンケート
知識向上の満足度

24 食の安全安心に係る各種研修会等の実施

25 放射性物質に関するリスクコミュニケーションの充実

26 食育の推進及び食に関する正しい知識の普及

食を起因とする健
康被害の予防と発
生時の体制整備

危機管理体制整備と対応マニュアルの
整備

（食暮）定性

27 食の安全安心対策本部による危機管理及び総合的な対策の推進

28 食の危機管理基本マニュアルの整備及び食の危機管理対応チーム会議による情報共有

29 継続的に安全を担保するための内部人材育成

今回の推進会議で審
議する内容
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中分類 小分類 目標の方向性 個別施策

中分類1

一次産業に
おける適切
な生産環境
の確保

生産段階

小分類1
適切な生産資材製造業者の監視・検査
【物】

【不適正な資材の流通防止】
農業：農薬販売者立入検査実施数
畜産：飼料製造者立入検査実施率
水産：飼料製造者立入検査実施率

農業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

畜産業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

水産業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

小分類2
適切な生産に向けた生産者の指導
【人】

【資材の不適正使用の防止】
農業：農薬使用者立入検査実施数
畜産：規格基準違反数
水産：規格基準違反数
林業：生産再開者数

安全な農産物の生産に向けた指導

安全な畜産物の生産に向けた指導

安全な水産物の生産に向けた指導

安全な林産物の生産に向けた指導

小分類3
食の安全性確保に関する知見の蓄積
【知】

【研究等の進捗】

農業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

畜産業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

水産業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

林業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

中分類1（生産段階）の施策対象を【物
（資材）】【人（事業者）】【知（研究・
調査）】に分け、施策の目的（何に向けた
施策なのか）を明確化した

小分類に関連する目標を設定し、目標を達成する
ための手段として個別施策を展開する構成とする

• 小分類1：不適正な資材の流通防止
• 小分類2：資材の不適正使用の防止
• 小分類3：研究等の進捗（定性）

複数部局が関わる小分類のため、施策の表記方法を統一した

• 小分類1：【物】みや米課・畜産課・水基課
• 小分類2：【人】みや米課・畜産課・水振課・林振課
• 小分類3：【知】みや米課・畜産課・水基課・林振課
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中分類 小分類 目標の方向性 個別施策

中分類2

食品の適切
な製造・流
通・消費環
境の確保

製造～消費段
階

小分類4
適切な監視指導及び食品検査の実施
【物】

【不適正な食品の流通防止】
監視指導実施率
食品検査実施率

食品営業施設の監視指導の徹底

監視指導計画に基づく食品検査による安全性の確保

食品表示の適正化に向けた調査等の実施

食品等に含まれる放射性物質検査の実施

小分類5
食品事業者による安全性確保に向けた支援
【人】

【衛生管理能力の高い事業者
の増加】
みやぎ食の安全安心取組宣言
登録者数

関係団体と連携した事業者の衛生管理能力向上支援

みやぎ食の安全安心取組宣言による自主基準の公開

中分類2（製造～消費段階）の施策対象を
【物（食品・施設）】【人（事業者）】に
分け、施策の目的（何に向けた施策なの
か）を明確化した

小分類に関連する目標を設定し、目標を達成する
ための手段として個別施策を展開する構成とする

• 小分類4：不適正な食品の流通防止
• 小分類5：衛生管理能力の高い事業者の増加

• 第4期計画において食品に対する複数の検査を一つの施策として
表記した

• 第4期計画では小分類の一つであった放射性物質検査も、食品検
査の一部として、個別施策で整理した
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中分類 小分類 目標の方向性 個別施策

中分類3

県民参加体
制の構築

生産～消費段
階

小分類6
幅広い県民意見収集機会の提供
【情報収集】

【情報収集に対する満足度上昇】
県民アンケートにおける情報収集に対
する満足度

食の安全安心に関する県民アンケートの実施

監視指導計画に対するパブリックコメントの実施

みやぎ食の安全安心推進会議の設置

食の安全安心に係る相談窓口の設置

小分類7
食の安全安心に関する情報発信
【情報発信】

【情報収集に対する満足度上昇】
県民アンケートにおける情報発信に対
する満足度

各種広告媒体を使用した積極的な情報発信

食の安全性に関するPRイベント等の開催

小分類8
消費者等に対する研修会等の実施
【知識向上】

【情報収集に対する満足度上昇】
県民アンケートにおける知識習得に対
する満足度

食の安全安心に係る各種研修会等の実施

放射線・放射能に関するリスクコミュニケーションの継続

食育の推進による食に関する正しい知識の普及

県民アンケートにより情報の扱いが安心に
寄与していると考えられることから、中分
類3の施策対象を【情報収集（県民ニーズ
の把握） 】【情報発信】【知識向上（情
報を正しく理解）】に分け、施策の目的
（何に向けた施策なのか）を明確化した

小分類に関連する目標を設定し、目標を達成する
ための手段として個別施策を展開する

安心は主観的なものであることから、アンケート
による満足度を指標とする

• 小分類6：情報収集に対する満足度上昇
• 小分類7：情報発信に対する満足度上昇
• 小分類8：知識向上に対する満足度上昇

• 第4期計画において、対象を県民及び消費者モニターとで分けて
表記していた類似・同様の施策を再整理し、広く県民に対する施
策に統一した

• 県民ニーズの把握 ▶ ニーズに対する情報発信 ◀ 情報を正し
く理解するための知識向上 の構造を明確にした
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中分類 小分類 数値目標の方向性 個別施策

中分類4

食を起因とする
健康被害の予防
と発生時の体制
整備

生産～消費段階

小分類9
危機管理体制整備と対応マ
ニュアルの整備
【危機管理】

【継続的な体制整備】

食の安全安心対策本部による危機管理及び総合的な対策の推進

食の危機管理基本マニュアルの整備及び食の危機管理対応チーム会議に
よる情報共有

継続的に安全を担保するための職員の人材育成

第4期計画において大分類3【協働】の中に
位置付けていた危機管理体制の構築を、中
分類及び小分類として再設定した

危機管理体制の構築は条例制定後20年間継続して
きており、体制は確立していると言える
具体的な数値目標を設定せず、庁内関係課室にお
ける危機管理スキームの共有等の定性目標とする

• 小分類9：継続的な体制整備（定性）

• 第4期計画の大分類3において実施している内容を再整理
• 継続的な食の安全安心確保を目的とした庁内人材育成を新たな

施策として設定した

9



No 統廃合 統合先 個別施策

安全

01 × - 環境にやさしい持続可能な農業の推進

02 × - 農業生産工程管理（GAP）の普及拡大

03 ◎ 01,04 農薬の適正使用の推進

04 × - 牛のトレーサビリティシステムの推進

05 ◎ 08 土壌環境適正化の推進

06 × - 家畜伝染病の発生予防の徹底

07 ◎ 10 貝毒検査及び生かきのノロウイルス対策の推進

08 ◎ 07 特用林産物の生産再開への支援

09 ◎ 16 HACCPを踏まえた自主的な衛生管理体制の整備の推進

10 × - 外食産業の自主的な原材料の原産地表示の取組拡大

11 ◎ 01,04 農薬取締法等に基づく立入検査と監視体制の強化

12 ◎ 01,02,03 肥料及び飼料の品質並びに安全の確保のための検査及び指導の実施

13 × - 動物用医薬品の流通，販売等に関する指導

14 × - 高病原性鳥インフルエンザのモニタリング検査等の実施

15 ◎ 12 食品営業施設の監視指導の徹底

16 ◎ 13 食品検査による安全性の確保

17 ◎ 13 安全な魚介類及び食肉を供給するための監視指導（BSE対策を含む）の徹底

18 × - 米穀事業者の監視指導の徹底

19 ◎ 14 適正な食品表示を確保するための監視指導の実施

20 ◎ 14 ウォッチャーによるモニタリング調査及び指導の実施

21 ◎ 14,24 食品表示に関する研修会等の実施

22 ◎ 15 農林水産畜産物等の検査

23 ◎ 15 流通食品の検査

安心

24 ◎ 22 県民への分かりやすい情報の迅速な提供

25 ◎ 22 監視指導及び検査結果等の適時かつ適切な公表

26 ◎ 23 消費者と生産者・事業者との相互理解の促進

27 ◎ 23 関係団体等との連携・協働の推進

28 ◎ 26 食育の推進

29 ◎ 25 リスクコミュニケーションの実施

30 × - 水道水の検査結果の公表

31 ◎ 15 住民持ち込み測定

32 ◎ 18,23,24 県民が参加する消費者モニター制度の推進

33 ◎ 17 生産者・事業者の取組のための自主基準の作成・公開の支援

34 ◎ 26 知識習得のための各種講習会・みやぎ出前講座等の開催及び普及啓発

35 ◎ 18,19,20 県民の意見の把握と反映

36 ◎ 21 食の安全安心に関する相談窓口の充実

協働

37 ◎ 27 食の安全安心対策本部による危機管理及び総合的な対策の推進

38 ◎ 28 みやぎ食の危機管理基本マニュアル等による迅速な対応

39 ◎ 09,10,11 食の安全に関する調査・研究の充実

40 ◎ 09,11 食品の放射性物質に係る調査・研究の充実

41 ◎ 16,23 国，都道府県，市町村，関係団体との連携

42 ◎ 20 みやぎ食の安全安心推進会議の設置

No 個別施策

安全

01 農業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

02 畜産業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

03 水産業分野における適正な生産資材の製造・流通の促進

04 安全な農産物の生産に向けた指導

05 安全な畜産物の生産に向けた指導

06 安全な水産物の生産に向けた指導

07 安全な林産物の生産に向けた指導

08 農業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

09 畜産業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

10 水産業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

11 林業分野における調査研究による科学的知見の蓄積

12 食品営業施設の監視指導の徹底

13 監視指導計画に基づく食品検査による安全性の確保

14 食品表示の適正化に向けた調査等の実施

15 食品等に含まれる放射性物質検査の実施

16 関係団体と連携した事業者の衛生管理能力向上支援

17 取組宣言による自主基準の公開

安心

18 食の安全安心に関する県民アンケートの実施

19 監視指導計画に対するパブリックコメントの実施

20 みやぎ食の安全安心推進会議の設置

21 食の安全安心に係る相談窓口の設置

22 各種広告媒体を使用した積極的な情報発信

23 食の安全性に関するPRイベント等の開催

24 食の安全安心に係る各種研修会等の実施

25 放射性物質に関するリスクコミュニケーションの充実

26 食育の推進及び食に関する正しい知識の普及

27 食の安全安心対策本部による危機管理及び総合的な対策の推進

28 食の危機管理基本マニュアルの整備及び食の危機管理対応チーム会議による情報共有

29 継続的に安全を担保するための内部人材育成 10
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